
核不拡散条約（NPT）は、1967年時点で核兵器を保

有していた米国・ロシア・英国・フランス・中国の５

か国を核保有国と定め、それ以外の国の核兵器の開発

と保有を禁止し、核保有国には核軍縮交渉の義務を課

した多国間条約で、1970年に発効しました。（現在の加

盟国は187か国。インド・パキスタン・イスラエルは未

加盟。）

NPTは第10条で発効から25年後に、無期限延長か一

定期間延長かを決める会議を招集することになってお

り、これに基づき1995年にNPT再検討・延長会議が開

催されました。この会議では、｢核保有国が、NPTの第

６条で規定された核軍縮に誠実に取り組んでいない｣な

ど非核保有国からの厳しい批判と無期限延長への強い

反対があったにもかかわらず、NPTの無条件・無期限

延長を投票なしの全会一致で決定しました。この際、

５年ごとに再検討会議を開催することが申し合われま

した。

この申し合わせに基づき、今年の４月24日から５月

19日まで、米国・ニューヨークの国連本部において

NPT再検討会議が開催されます。

1995年のNPT再検討・延長会議から現在までの核兵

器を取り巻く国際情勢を見ると、包括的核実験禁止条

約（CTBT）の締結前に、フランスと中国が駆け込み

核実験を強行したことや、米国とロシアが、核兵器の

保持を前提とした臨界前核実験を競い合うように行っ

ていることに見られるように、核保有国は核軍縮に誠

実に取り組んでおりません。こうしたことを背景に、

1998年５月、インド・パキスタン両国が相次いで核実

験を強行し、国際社会に大きな衝撃を与えるとともに、

核拡散の危機に直面いたしました。これらの暴挙に加

えて、最近では、米国上院のCTBT批准否決やロシア

下院の第二次戦略兵器削減条約（START2）批准先送

りなど、核を取り巻く情勢は再び悪化の道を辿り始め

ようとしています。

こうした状況の中で開催されるNPT再検討会議は、

今後の核軍縮の行方に重大な影響を与える会議である

とともに、来る21世紀を｢核兵器のない平和な世紀｣と

するためのターニングポイントとなる重要な会議です。

このため、世界平和連帯都市市長会議では代表団を

ニューヨークに派遣し、｢核兵器は絶対悪である｣とい

う被爆者のメッセージや核兵器廃絶への意志形成の必

要性などを各国政府や国際連合などに訴えるとともに、

国際的な軍縮NGOと連携して、ロビー活動や主要なマ

スコミへのプレゼンテーションなど様々な活動を行い、

核兵器の廃絶を求める国際世論を醸成していきたいと

考えています。こうした市長会議の活動は、その実効

性を高めるために、102か国・地域、484都市まで広が

った世界的なネットワークを活用した具体的で直接的

なものにする必要があります。このため、３月15日付

けで自国政府への要請と｢市長会議加盟都市メッセージ

集｣に掲載するメッセージを加盟都市に依頼したところ

です。核兵器のない平和な世界の実現に向けて、積極

的にご協力いただきますようお願いいたします。
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核不拡散条約（NPT）再検討会議が開催されます

NPT再検討会議準備委員会の様子
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国連総会本会議、新アジェンダ決議などを採択
1999年12月１日、国連総会本会議において、軍縮と国際安全保障に関する47の決議が採択されました。このうち、

大半の決議は投票なしで採択されましたが、核兵器など主要な戦略的課題をめぐる決議については、賛否を分かつな

ど、分裂は深刻化しています。

このページでは、採択された決議の中から、エジプト、南アフリカ、スウェーデンなどの軍縮積極派「新アジェン

ダ連合」が提案した核保有国に「速やかで全面的な廃棄を約束し、そのための交渉を遅滞なく始める」ことなどを求

める新アジェンダ決議、マレーシアが提案した「核兵器の使用や威嚇は一般的には国際法に違反する」との国際司法

裁判所（ICJ）の勧告的意見をフォローするマレーシア決議、そして日本が提案した「核兵器の究極的廃絶に向けた

核軍縮」決議、以上３つの決議に対する各国政府の投票結果を下表により紹介します。
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アメリカは、昨年 9 月30日に 7 回目、11月 9 日に 8 回目、本年 2 月 3 日に 9 回目、3 月22日に10回目の臨界前核
実験を実施しました。また本年 2 月 4 日、ロシアは昨年 9 月23日以降 7 回の臨界前核実験を行ったことを明らかに
しました。
これらの核実験は、核兵器廃絶を求める世界の人々の願いに逆行する行為であるとして、世界平和連帯都市市長

会議では、両国政府に対し、下記のとおり役員都市 9 市長の連名で抗議文を送付しました。（ 9 月30日、11月 9 日、
2月 3日米・核実験への抗議は略）

2000年 2 月 5 日

ロシア連邦大統領代行

ウラジーミル・ウラジーミロヴィチ・プチン　閣下

貴国は 2月 4 日、先月 8日に 2回の臨界前核実験を実施したこと及び昨年 9月23日以降、今回で 7回の実

験を実施していたことを明らかにした。核軍縮の流れが後退している現状に対し、昨年12月の国連総会で核

兵器廃絶に関する決議が相次いで採択されるなど、核保有国に積極的な核兵器廃絶への取組みを求める声が

一層高まっている中で、米国のみならず貴国もそうした努力を放棄し、臨界前核実験を実施したことは、核

兵器廃絶を求める世界の人々に対する裏切りであり、強い怒りを覚える。我々は、102か国・地域の484都市

が加盟する世界平和連帯都市市長会議を代表して厳重に抗議する。

このような米国や貴国の姿勢が、国際社会における核軍縮努力に水を差すとともに、非核保有国の不信を

一層増大させ、新たな核拡散の動きに発展することを危惧する。現実に、イランが核兵器を取得した疑いが

あるとの報道もなされており、また、朝鮮民主主義人民共和国が核開発凍結の解除を示唆するなどの動きも

出ている。

我々、世界平和連帯都市市長会議加盟都市は、米国や貴国が、核兵器のない世界の実現を望む国際世論に

真摯に耳を傾け、臨界前核実験を直ちに中止するとともに、21世紀を核兵器のない世界とするべく率先して

核兵器廃絶に取り組むことを強く要請する。

2000年 3 月23日

アメリカ合衆国大統領

ウィリアム・ジェファーソン・クリントン　閣下

3月22日、貴国は10回目の臨界前核実験を実施した。貴国のフォーリー駐日大使は、先月、広島市平和記

念資料館を見学し被爆の実相に触れた後に、｢世界中の国々が平和のために努力する必要を示すものである｣

と記帳したが、その 1か月後に臨界前核実験を実施したことは、依然として核兵器を保持し続けようとする

貴国の意思を示したものと言わざるを得ず、強い憤りを覚える。我々は、102か国・地域の484都市が加盟す

る世界平和連帯都市市長会議を代表して厳重に抗議する。

来月から、来る21世紀における核不拡散と核軍縮の流れに大きな影響を及ぼす核不拡散条約（NPT）再検

討会議が開催されるが、核保有国は、核軍縮の流れが後退している現状を真摯に受け止め、これ以上の核拡

散の動きを招かないためにも、NPT第 6 条で約束した核保有国の軍縮努力義務を今一度想起し、積極的に核

兵器廃絶に取り組むべきである。

我々、世界平和連帯都市市長会議加盟都市は、貴国が臨界前核実験を直ちに中止するとともに、21世紀に

おける核兵器廃絶への具体的な道筋をつくり出すべく、中心的な役割を果たされることを要請する。

アメリカの臨界前核実験に対する抗議

ロシアの臨界前核実験に対する抗議



広島市・長崎市は世界各国で、地元の受け入れ団体の

協力を得て、原爆展を開催しています。昨年８月14日

から10月３日まで、英国・リーズ市の王立武器博物館

で原爆展「広島・長崎　核の影響」（主催：王立武器博

物館）、８月22日から９月12日まで、カザフスタン共和

国・セミパラチンスク市の国立ニゾロフ美術館で原爆展

「核兵器のない平和な世界へ」（主催：国立ニゾロフ美術

館、セミパラチンスク市）、また10月23日から10月31

日まで、スイス・ジュネーブ市の多目的イベント施設

「バッティマン・フォルスモトリス」で原爆展「広島・

長崎－平和への権利」（主催：ジュネーブ市）が開催さ

れました。

リーズ市での原爆展においては、被爆者による被爆体

験証言なども行われ、初日だけで千人以上の入場者を数

えました。

付近に旧ソ連最大の核実験場があったセミパラチンス

ク市では、放射線被曝が身体に及ぼした影響も深刻なだ

けに市民の関心も強く、会場には連日多くの人々が訪れ、

展示を熱心に見学する姿が見られました。

ジュネーブ市の原爆展においては、広島・長崎が提供

した、被爆の実相や核兵器の現状を示した写真パネルや

様々な被爆資料に加え、原爆投下直後にジュネーブ市で

報道された原爆に関する新聞記事などの独自の資料の展

示も行われ、多くの入場者の注目を集めました。

原爆展の開催に関心をお持ちの都市は、事務局までお

問合せください。

世界平和連帯都市市長会議は、1982年の設立以来、

平和の実現を願う都市のゆるやかな世界ネットワークと

して発展するとともに、総会の開催や核実験に対する抗

議活動など、様々な活動を行ってまいりました。

しかしながら、設立以来20年弱の年数が経過し、こ

の間の時代背景は大きく変化しており、こうした変化に

対応すべく、市長会議の活動も時代にマッチした、実効

性の高いものに見直す必要があります。

事務局では、3月15日付で、加盟都市の皆様に、市長

会議の活動に関するアンケート調査票を送付しました。

皆様方のご意見を反映させた活動強化策を作成するため

にも、是非ご協力いただきますようお願いします。

1999（平成11）年８月31日以降、これまでに次の

４都市が新たに世界平和連帯都市市長会議に加盟されま

した。

リーズ（イギリス）、インパール（インド）、バネパ（ネ

パール）、デンバー（アメリカ合衆国）

これにより2000（平成12）年３月10日現在、加盟

都市は世界102か国・地域484都市となりました。
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世界平和連帯都市市長会議事務局
〒７３０－０８１１広島市中区中島町１－２（財）広島平和文化センター内

Ｔｅｌ：０８２－２４１－２３５２Ｆａｘ：０８２－２４２－７４５２
E-mail：mayorcon@pcf. city. hiroshima. jp 

このニューズレターは古紙配合率100％の再生紙を使用しています。

３都市で原爆展を開催 アンケートにご協力をお願いします

新たに4都市が市長会議の

メンバーに加わりました

ジュネーブ市での原爆展の様子

平和関連事業の報告が届きました

下記のとおり、平和関連事業の活動報告をお送りいた

だきました。紙面を借りてお礼申し上げます。

・イタリア・フォルリ市

「国際絵画コンクール『平和教育』」（1999年５月開

催）

・バングラデシュ・チッタゴン市（広島アカデミー）

「ヒロシマ・ナガサキ・デー」（1999年８月５日開

催）

ニューズレター第12号で紹介した、新メンバー都市・ジョージ
タウン市の国名の記述に誤りがありました。下記のとおり、お
わびして訂正します。 
　　ジョージタウン（イギリス）→ジョージタウン（ガイアナ） 

訂
　
正 


